
いまこそ、防災に強い大阪、暮らし・子育て・中小企業応援の大阪を 

2018年 9月 14日 宮原たけし 

 

１、大阪府北部地震、台風２１号被災者の支援と防災強化を 

 

 ①２つの災害の甚大な被害 

 

 ②大阪府・松井知事の対応はきわめて不十分 

 

 ③国・府・市町村に働きかけ被災者救援を 

 （例）北部地震で被災者生活再建支援法（全壊・半壊住宅に国から支援金）が高槻市に適用される見込

みだが、他の被災市町は要件を満たさず適用されない。しかし新潟県は中越沖地震の際に県が独自

に同法を適用し、全市町村の全壊・半壊住宅に支援金を支給した（国が後で特別交付税を充てる）。

大阪の全被災市町に府が新潟県と同じ対策をすれば、全壊と半壊は救える。 

 

 ④関西空港、ベイエリア、生活インフラ等の防災対策は急務 

 

⑤大阪府内で被災者救援、臨時国会で補正予算をの声を広げよう 

 

２、府民の危機打開のために 

 

 ①子どもの貧困、高齢者の貧困、非正規雇用の多さなど、大阪府民は客観的には大変 

 

 ②当面の緊急課題 

  補正予算要望の「最重点項目」に加え、台風被害と高校つぶしストップなど 

 

 ③防災以外の最重点課題と補足 

 

３、“カジノ頼み”ストップを 

 

 ①カジノ頼みの危うさ－（別紙の私の高槻でのレジメ） 

 

 ②１９９０年代の失敗よりも酷い路線 

  ・結局はカジノ鉄道の交通インフラに巨額の税金 

  ・夢洲の地域が開発に向かない 

    対策は難しい。やるとすると巨額の費用 

  ・府民のなけなしのお金がむしりとられる 

  ・その結果、地域経済は疲弊する 

 

 ③大阪都構想＝住民投票のストップを 

 

４、９月議会の議案について 

 

 

５、来年の予算議会、統一地方選に向けた運動を 
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